
障害児の相談支援体制  

関係機関・施設  
l  

閻塵塵嬰  

・発達障害者支援センター   

（都道府県）  

・児童相談所（都道府県）  

l．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿○＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿l  

■障害児入所施設  

・障害児通園施設  

・児童デイサービス事業  
l  

l  

l  

l  

I  

・市町村保健センター 等  

※サービス利用計画作成費の対象者は特に計画的な自立支援を必要とする者  

（乳幼児期から学齢期、学齢期から就労への移行等、生活環境が大きく変わる場合も含まれる）  
20   
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地域自立支援協議会について  
【概要】  

市町村が、相談支援事業をはじめとする地域の障害福祉に関するシステムづくりに関し、中  

核的役割を果たす協議の場として設置する。［交付税］  

【実施主体】  

市町村（（D複数市町村による共同実施可 ②運営を指定相談支援事業者に委託可）  

【主な機能】  

①地域の関係機関によるネットワーク構築等に向けた協議  

②困難事例への対応のあり方に関する協議、調整  
③地域の社会資源の開発、改善  

※ 都道府県においても、都道府県全体のシステムづくり等のため、自立支援協議会を設置。  
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障害者自立支援協議会 の運営例  

運営のイメージ   
地域自立支援協議会の設  

置形態、運営方法（専門部  
会の運営等）は、地域特性  
を反映して多様に展開され  

ている。  

（例）  

※部会を設置し、それぞれの   
テーマごとに、個別支援事例   
で確認された地域課題の協議   

等を行うことが考えられる   

※要保護児童対策協議会、特   
別支援教育のための協議会   

との連携も考えられる  

定例会  

工  

連壊強化・システムの構築   

Aさんの  Dさんの  

個別の  

支援会議  

個別の  

支援会議   
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相談支援事業の実施状況について  

1 市町村相談支援の実施状況  （19年4月1日現在）   

○実施主体  市町村直営25％   委託58％   直営＋委託17％  

（相談支援事業者への委託）  

2 都道府県自立支援協議会の設置箇所数  （20年5月20日現在）  

45ケ所／47都道府県  95．7％  

3 地域自立支援協議会の設置箇所数  （19年12月1日現在）  

904ケ所／1，821市町村 ＝  49．6％  

（19年4月1日現在）  4 指定相談支援事業者数  

2，523事業者   

5 サービス利用計画作成真の支給決定者数  

1，429人  

（19年4月1日現在）  
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地域における相談支援のイメージ  

24   



ライフステージに応じた相談支援  

早
期
発
見
・
早
期
対
応
 
 

※個別の支援計画とは…支援が必要な者に対して、ライフステージを通じた岬貫した支接が可能となるよう、医療、保健、福祉、教育、労働等の  
関係機関が連携して策定する計画。  

※個別の教育支援計画とは■‥障害があり特別な教育的支援が必要な幼児児童生徒に対し、乳幼児期から学校卒業後までを通じて一貫して  
的確な教育支援を行うことを目的として、福祉、医療、労働等の関係機関との連携を図りつつ、学校（学級担任  
等）が中心となり作成するもの。  
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障害児の専門機関による支援のイメージ  

保育所  

幼稚薗  

学校  
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就
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・
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お
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自
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専門機関が出向いてい＜  

ことにより、一般施策に  
おける受入れを促進する。  

専門機開が出向  

いてい＜ことに  

より、敷居が低  
いところで支援  

を受けることが  
並行通園する児童を増や  

してい＜。  
－－ ● ■ － ■ ● ■ ■ ■－ － － － － － － － －．－．＿ ＿ －●■ ■．一 － ● ● ■▼ ■ ■ ′  

l、、できる。  
、 t■ ■ － ■■ － ● － ●■・■■ －・一 ■ － － ● －■ 一 －・●■ ■■ ■■  

l  

J  

支 援  
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【利用者】  

0 居宅においてその介護を行う者の疾病その他の理由により、施設等への短期間の入所を必要とする身体自知的・精神障害者  

t  

l  

：① 障害程度区分1以上である者  

－  

：②障害児の場合は、障害児に係る厚生労働大臣が定める区分に規定する区分1以上である者  

1  l  l  l  l  l  

】  

1  1  1  1  1  l  

＿ ＿ ＿ ＿ ＿＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿＿＿ ＿＿l  

【サ脚ビス内容等】  【人員配置】  

○ 短期入所の利用者を本体施設の数  
とみなした上で、本体施設に必要な人  

員を配置。   

○ 単独型事業所においては、生活支  

援員を必要数。   

○ 入浴、排せつ又は食事の介護等を提供。  

○ 利用者の障害程度区分に応じて報酬単価を設定。  

0 医療機関で実施する短期入所については別に報酬単価を設定。  

【実施状況】  E報酬単価】  
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障害児入所施設の概要  

施設類型   
根拠法令   施設の性格   施設数   利用者数   

知的障害のある児童を入所させて、これを保護し、又は治療す  
知的障害児施設   児童福祉法42条  るとともに、独立自活に必要な知識技能を与えることを目的とす  254か所   9．808人   

る施設。  

自閉症児施設   児童福祉法42条   自閉症を主たる症状とする児童を入所させる知的障害児施設。   7か所   235人   

盲児施設   

盲児（強度の弱視児を含む。）又はろうあ児（強度の難聴児を含  
児童福祉法43条の2   む。）を入所させて、これを保護するとともに、独立自活に必要  10か所   137人   

な指導又は援助をすることを目的する施設。  

ろうあ児施設   児童福祉法43条の2  同上   1．3か所   165人   

肢体不自由児施設   
肢体不自由のある児童を治療するとともに、独立自活に必要な  

児童福祉法43条の3   知識技能を与えることを目的とする施設。   62か所   2，730人   

病院に収容することを要しない肢体不自由のある児童であって、  
肢体不自由児療護施設   児童福祉法43条の3   家庭における養育が困難なものを入所させる施設。   6か所   237人   

重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複している児童を  

重症心身障害児施設  児童福祉法43条の4   入所させて、これを保護するとともに、治療及び日常生活の指  115か所   11，215人   

導をすることを目的とする施設。  

〈社会福祉施設等調査報告（H18．10．1現在）〉  
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